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　　　　　株式会社　キャビン



貸　借　対　照　表
　(平成20年8月31日現在) (単位　千円)

資　　産　　　の　　　部 負　　債　　の　　部

科　　　目 金　　額 利･　　　目 金　　額

流動資産

　現金及び預金

　　売掛金

　　商品

　　短期貸付金

　　未収入金

　　預け金

　　その他

　　貸倒引当金

定資産

有形固定資産

　　建物及び建物付属設備

　　構築物

　　什器及び備品

　　土地

　　建設仮勘定

　無形固定資産

　　借地権

　　ソフトウェア

　　その他

　投資その他の資産

　　投資有価証券

　　関係会社出資金

　　長期貸付金

　　更生債権等

　　差入保証金

　　敷金

　　差入保証金解約未収入金

　　その他

　　貸倒引当金

14,356,766

2,004,054

　　621,758

　1,259,984

　　　2,496

　　293,242

0,010,172

　165,458

　　　△400

8,403,120

　3,596,184

　1,984,649

　　　29,966

　　187,837

　1,389,315

　　　4,414

　　262,871

　　　60,198

　　197,051

　　　5,622

　4,544,064

　　　3,329

　　150,513

　　　3,909

　　　95,073

　1,225,868

　2,889,698

　　239,704

　　　31,381

　△95,413

流動負債

支払手形

　買掛金

　未払金

　未払費用

　未払法人税等

　未払消費税等

　賞与引当金

　繰延税金負債

　その他

定負債

退職給付引当金

　預り保証金

3,085,349

,091,762

553,615

　247,747

　731,688

　112,729

　113,479

　115,380

　　26,735

　　92,209

317,505

　141,079

　176,426

負　　債　　合　　計 ,402,854

純　資　産　　の　　部

株主資本

資本金

　資本剰余金

　　資本準備金

　　その他資本剰余金

　　　資本金及び

　　　資本準備金減少差益

　利益剰余金

　　その他利益剰余金

　　　繰越利益剰余金

価･換算差額等

繰延ヘッジ損益

　19,318,078

　　450,000

　20,149,992

　3,793,584

　16,356,408

　16,356,408

1,281,913

△1,281,913

I,281,913

　38,953

　　38,953

純資産合計 9,357,032

資　　産　　合　　計 22,759,887 負債･純資産合計 22,759,887

(注)記載金額は､千円未満を切り捨てて表示しております｡
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　万万

　益　計　算　書
　自　平成19年9月1日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　y

　〔至平成20年8月31目〕　　　　　　　　　(単位千円)　　　　..
科　　　　　　　目 金　　　　　　　額

売　　　　上　　　　高

売　　上　　原　　価

　　売　上　総　利　益

売費及び一般管理費

　　営　　業　　利　　益

　業　外　収　益

　　受　　　　取　　　　利　　　　息

　　　有　　価　　証　　券　　利　　息

　　　そ　　　　　　　の　　　　　　　他

　業　外　費　用

　　為　　　　替　　　　差　　　　損

　　　転　　貸　　店　　舗　　費　　用

　　　そ　　　　　　　の　　　　　　　他

　　　経　　常　　利　　益

　　別　　利　　益

　　関　係　会　社　株　式　売　却　益

　　　退　　　店　　　補　　　儒　　　金

　　別　　損　　失

　　固　定　資　産　売　除　却　損

　　　関係会社出資金評価損

　　　減　　　　損　　　　損　　　　失

　　　構　　造　　改　　革　　費　　用

　　　店　　舗　　閉　　店　　損　　失

　　　そ　　　　　　　の　　　　　　　他

　引　　前　当　期　純　損　失

人税､住民税及び事業税

　　　　期　　　純　　　損　　　　失

1,335

1,816

　4,344

18,783,426

8,641,037

10,142,388

9,974,934

167,454

67,496

35,456

2,665

1,257

1,533

2,900

6,837

　199,495

　49,737

,449,335

59,015

15,436

40,441

699,974

30,793

　3,673

1,200,103

　81,810

1,281,913

(注)記載金額は､千円未満を切り捨てて表示しております｡
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株主資本等変動計算書
　　自　平成19年9月1日

　〔至　平成20年8月31[]〕 (単位　千円)

株　　　　主　　　　資　　　　本

本金

資　　本　　剰　　　余　　金

本準備金

そ　の　他　資　本　剰　余　金

本剰余金

　合計
資本金及び

資本準備金

減少差益

己株式

分差益

　その他
本剰余金

　合計

平成19年8月31日

残高
15,174,337 3,793,584 4,506,837 100,660 4,607,497 8,401,082

事業年度中の変動額

資本金の減少に伴う

その他資本剰余金の

増加

14,724,337 4,724,337 4,マ24,337 4,724,337

資本剰余金から利益

余金への振替
△484,146 △100,660 △584,806 △584,806

当期純損失

自己株式の取得

自己株式の消却 △2,390,620 △2,390,620 △2,390,620

株主資本以外の項目

事業年度中の

動額(純額)

事業年度中の変勅額

合計
△14,724,337

-
11,849,570 △100,660 11,748,910 口,748,引0

平成20年8月31日

高
450,000 3,793,584 ↓6,356,408

-
16,356j08 20,149,992

株　　　　主　　　　資　　　　本

利　　　益　　　剰　　　余　　　金

己株式 主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年8月31日

残高
△584,806 △584,806 △269,131 22,721,481

事業年度中の変動額

資本金の減少に伴う

の他資本剰余金の

増加

資本剰余金から利益

余金への振替
584,806 584,806

-

当期純損失 △↓,281,913 △|,281,913 △1,281,913

自己株式の取得 △2,121,488 △2,121,488

自己株式の消却 2,390,620 -

株主資本以外の項目

事業年度中の

動額(純額)

事業年度中の変勅額

計
△697j07 △697,107 269バ3↓ △3,403,402

平成20年8月31目

残高
△1,281,913 △1,281,913

- 19,318,078
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(単位　千円)

評価･換算差額等
資産合計

繰延ヘッジ損益 評価･換算差額等合計

平成19年8月31目

残高
△95,785 △95,785 22,625,695

事業年度中の変動額

資本金の減少に伴う

その他資本剰余金の

加

資本剰余金から利益

余金への振替
-

当期純損失 △1,281,913

自己株式の取得 △2バ21,488

自己株式の消却 -

株主資本以外の項目

事業年度中の

動額(純額)

34,739 34,739 34,739

事業年喪中の変勅額

計
134,739 134,739 △3,268,663

平成20年8月31目

高
38,953 38,953 19,357,032

(注)記載金額は､千円未満を切り捨てて表示しております｡
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〔重要な会計方針に関する注記〕

士.資産の評価基準及び評価方法

　巾有価証券

　　　　その他有価証券

(2)

(3)

　　時価のないもの

デリバティブ

たな卸資産

商　　　品

個　別　注　記　表

移動平均法による原価法によっております｡

原則として時価法によっております｡

総平均法による原価法によっております｡

ただし､陳腐化商晶については､売却可能価額まで評価替を実施し､評価差額は､

売上原価に算入しております｡

2.固定資産の減価憤却の方法

　巾有形固定資産

　　　　建物(建物付属設備を除く)については定額法､その他については定率法によっております｡

　　　　なお､主な耐用年数は次のとおりであります｡

　　　　　　建物及び建物付属設備　10~60年

　(2)無形固定資産

　　　　定額法によっております｡

　　　　ただし､ソフトウェア(自社利用分)については､社内における利用可能期間(5年)による定額法によって

　　　　おります｡

3.引当金の計上基準

　巾貸閲引当金

　　　　売上債権等の貸倒れによる損失の発生に備えるため､一般債権については貸倒実績率により､貸倒懸念債

　　　　権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し､回収不能見込額を計上しております｡

　(2)賞与引当金

　　　　従業員の賞与支給に備えるため､将来の支給見込額のうち当期の負拒額を計上しております｡

　(3)退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため､当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

　　　　ります｡

　　　　なお､会計基準変更時差異496,435千円(益)については､7年による按分額を費用控除としております｡

　　　　過去勤務債務は､その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(7年)による定額法により費

　　　　用処理しております｡

　　　　数理計算上の差異は､各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(7年)に

　　　　よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております｡
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4.その他計算書類の作成のための基本となる垂要な事項

　巾外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準

　　　　外貨建金銭債権債務は､決算日の直物為替相場により円貨に換算し､換算差額は損益として処理しており

　　　　ます｡

　(2)リース取引の処理方法

　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については､通

　　　　常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡

　(3)ヘッジ会計の方法

　　　　･ヘッジ会計の方法

　　　　　　繰延ヘッジ処理の方法によっております｡なお､為替変勣リスクのヘッジについて､振当処理の要件

　　　　　　を満たしている場合には､振当処理を採用しております｡

　　　　　　･ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　　　ヘッジ手段･･････先物為替予約取引等

　　　　　　　ヘッジ対象･･････外貨建金銭債務及び外貨建予定敢引

　　　　　　･ヘッジ方針

　　　　　　　為替変勤リスクをヘッジするため､社内規定に基づき､原則同一通貨建てによる同一期日の為替予

　　　　　　　約等を行っております｡

　　　　　　･ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　　　同一通貨建てによる同一期日の為替予約等に限定しており､原則としてその後の為替相場の変動に

　　　　　　　よる相関関係は確保されているため､有効性の評価を省賠しております｡

　　(4)消費税等の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております｡

乳追加情報

　　　有形固定資産の減価儒却の方法

　　　　法人税法の改正に伴い､平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については､改正前の法人税法

　　　　に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の5%に到達した事業年度の翌事業年度から､敢得価額の

　　　　5%相当額と備忘価額との差額を5年間にわたり均等償却し､減価償却費に含めて計上しております｡

　　　　これによる損益への影響は軽微であります｡

〔貸借対照表に関する注記〕

レ有形固定資産の減価償却累計額

2.関係会社に対する短期金銭債権

　　関係会社に対する長期金銭債権

　　関係会社に対する短期金銭債務

4,037,809　千円

10,002,194

　　26,944

　　13,636

〔損益計算書に関する注記〕

　　関係会社との敢引高

　　　　その他の営業取引高(販売費及び一般管理費)

　　　　営業取引以外の取引高

　　　　　　受敢利息

　　　　　　関係会社株式の譲渡

千円

千円

千円

228,812　千円

43,762

22,900

千円

千円
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士

生資本等変動計算書に関する注記〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　j

発行済株式及び自己株式の種類及び総数

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 摘　要

発行済株式

　普通株式(株) 1,803,6豺 8 1,803,6員 8 注)払2

全部取得条項付普通株式(株)
一

41,803,6豺 41,803,6封
一 (注)3,4

A種種類株式(株) 一
19 19

- (注)5,6

自己株式

普通株式(株) 58,293 5,754 34,047 注)7,8

全部取得条項付普通株式(株) -
41,803,644 41,803,6且 一 (注)9,10

A種種類株式(株) 一 1 1
一
(注)11,12

(注)1.普通株式の発行済株式の増加の内訳は､次のとおりであります｡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　で1.普通株式の発行済株式の増加の内訳は､次のとおりであります｡

　　　A種種類株式からの転換による増加　　　　　　　　　　　18株

2.普通株式の発行済株式の減少の内訳は､次のとおりであります｡

　　　全部取得条項付普通株式への転換による減少　　41,803,644株

3.全部敢得条項付普通株式の発行済株式の増加の内訳は､次のとおりであります｡

　　　普通株式からの転換による増加　　　　　　　　41,803,644株

4.全部取得条項付普通株式の発行済株式の減少の内訳は､次のとおりであります｡

　　　自己株式の消却による減少　　　　　　　　　　41,803,644株

5.A種種類株式の発行済株式の増加の内訳は､次のとおりであります｡

　　　全部取得条項付普通株式の取得と引換えに

　　　Λ種種類株式を交付したことによる増加　　　　　　　　19株

6.A種種類株式の発行済株式の減少の内訳は､次のとおりであります｡

　　　普通株式への転換による減少　　　　　　　　　　　　　　18株

　　　自己株式の消却による減少　　　　　　　　　　　　　　　　I株

7.普通株式の自己株式の増加の内訳は､次のとおりであります｡

　　　単元未満株式の買取による増加　　　　　　　　　　75,754株

乱普通株式の自己株式の減少の内訳は､次のとおりであります｡

　　　全部取得条項付普通株式への転換による減少　　　　534,047株

9.全部取得条項付普通株式の自己株式の増加の内訳は､次のとおりであります｡

　　　全部取得条項付普通株式の取得による増加　　　41,269,597株

　　　普通株式からの転換による増加　　　　　　　　　　534,047株

10.全部取得条項付普通株式の自己株式の減少の内訳は､次のとおりであります｡

　　　自己株式の消却による減少　　　　　　　　　　41,803,644株

11.A種種類株式の自己株式の増加の内訳は､次のとおりであります｡

　　　端数株式の買取による増加　　　　　　　　　　　　　　　　1株

12.A種種類株式の自己株式の減少の内訳は､次のとおりであります｡

　　　自己株式の消却による減少　　　　　　　　　　　　　　　　1株

2.配当に関する事項

　巾配当金支払額

　　　該当事項はありません｡

　(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち､配当の効力発生目が翌事業年度となるもの

　　　該当事項はありません｡
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〔税効果会計に関する往記〕

1

2

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産

　　固定資産評価損

　　減損損失

　　退職給付引当金

　　税務上の繰越欠損金

　　その他

　　　繰延税金資産小計

　　評価性引当額

　　　繰延税金資産合計

　繰延税金負債

　　繰延ヘッジ利益

繰延税金負債合計

　152,707

　681,897

　　57,419

1,491,258

　237,909

　2,621,191

△2,621,191

　　　　　-

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

26,735　千円

26,735　千円

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失を計上しているため､記載を省賠しております

〔リースにより使用する固定資産に関する注記〕

　　貸借対照表に計上した固定資産のほか､所有権移転外ファイナンス･リース契約により使用している重要な固

　　定資産として事務用什器備晶､ソフトウェア､電子計算機及びその周辺機器一式があります｡

〔関連当事者との取引に関する注記〕

親会社及び主要法人株主等

(単位:千円)

属　性 会社等

名称

議決権等の所有

彼所郁割合(幻

関連当事者との

　関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社 ㈱ファースト

テイリング

披所有

直接100.0

役員の兼任

金の寄託

資金の寄託

預け金利息(注1)

会社舷の売却(引)

10,000,000

　43,762

　　22,900

預け金

-

　-

10,000,000

　　　-

　　　　-

敢引条件及び取引粂件の決定方針等

(注1)資金の寄託に係る利息については､市場金利を勘案して決定しております｡

(注2)子会社株式の売却に関しては､純資産額等を考慮した上で交渉により決定しております｡
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〔退職給付に関する注記〕

L　採用している退職給付制度の概要

　　　　当社は確定給付型の制度として､厚生年金基金制度を設けております｡また､従業員の退職等に際して

　　　　割増退職金を支払う場合があります｡

2.退職給付債務に関する事項(平成20年8月31日現在)

巾退職給付債務(注)1

(2)年金資産

(3)未積立退職給付債務

(4)未認識数理計算上の差異

(5)未認識過去勤務債務(注)2

㈲退職給付引当金

　(注)1.厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております｡

3

4

△3,386,831

　2,939,837

　△446,993

　　318,478

　　△12,564

　△141,079

千円

千円

千円

千円

千円

千円

　　　　2.平成12年3月の厚生年金保険法の改正に伴い､厚生年金基金規約の改正を行ったことにより､

　　　　　　過去勤務債務(債務の減額)が発生しております｡

退職給付費用に関する事項(自　平成19年9月1目　至　平成20年8月31目)

巾勤務費用(注八

(2)利息費用

(3)期待運用収益

(4)会計基準変更時差異の費用処理額

(5)数理計算上の差異の費用処理額

㈲過去勤務債務の費用処理額

(7)退職給付費用

　(汪)1.厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております｡

　　　　2.上記退職給付費用以外に､割増退職金372,499千円があります｡

退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

巾

(2)

③

(4)

退職給付見込額の期開配分方法

割引率

期待運用収益率

過去勤務債務の処理年数

　193,770

　　55,934

△129,085

　△35,459

　　77,690

　△25,129

　137,720

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

期開定額基準

　　　1.5　%

　　　3.5　%

　　　　7　年

　　(発生時の従業員の平均残存勤務期開以内の一定の年数による定額法により費用処理しております｡)

㈲数理計算上の差異の処理年数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7　年

　　(発生時の従業員の平均残存勤務期開以内の一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発

　　生の翌事業年度から費用処理することとしております｡)

㈲会計基準変更時差異の処理年数
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7　年




